
２０１０年度へ向けたブロードバンド整備の目標【工程表】 （茨城地域）
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２０１０年度
（平成22年度）

９２．２％ 注１
（９８．１万世帯）

１００％
（１０７．１万世帯）
注３

９０％
（９６．４万世帯）
注３
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解消！
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市町村

ゼロ
市町村

ゼロ地域
（世帯数）

ゼロ地域
（世帯数）

超高速
（内数）

超高速
（内数）

／４４市町村

／１０６．４万世帯

８．３万世帯
注１

０
（なし）

４６．２％ 注１
（４９．２万世帯）

９３．３％ 注２
（９９．５万世帯）

６２．１％ 注２
（６６．２万世帯）

７．２万世帯
注２

ブロードバンド環境整備対策研究会

注１ ： ２００６年度のスタート値は、平成１７年３月３１日現在の住民基本台帳に基づく世帯数及び平成１８年３月３１日現在における総務省
公表値（ブロードバンドマップデータ）を記載しています。

注２ ： ２００６年度末における数値は、平成１８年３月３１日現在の住民基本台帳に基づく世帯数及び平成１８年１２月末現在における総務省
公表値（ブロードバンドマップデータ）から推定した値を記載しています。

注３ ： ２０１０年度の世帯数は、国立社会保障・人口問題研究所が公表している「日本の世帯数の将来推計（都道府県推計）（平成17年8月
推計）」の数値を記載しています。

注４ ：工程表内に記載されている各数値は、小数点第２位を四捨五入して表示しているため、個々の数値を合算して得た数値と総数とは必ず
しも一致しない場合があります。

２００７年度以降の数値については、いずれも各市町村，事業者等の整備計画等を集計したものではなく目標値です。

／１０６．６万世帯

年平均 １．７ ％（約１．９万世帯） 程度増加

年平均 ７．０ ％（約７．６万世帯） 程度増加

年平均 約１．８ 万世帯 減少



整備目標の実現に向けた具体的な取組【フローチャート】 （茨城地域）

・ ブロードバンド整備に向けた推
進体制の構築
・ 整備地域の選定・整備計画等
の策定
・ ブロードバンドゼロ地域解消の
ための具体的取組の展開

・ ブロードバンド整備に向けた推
進体制の構築
・ 整備地域の選定・整備計画等
の策定
・ ブロードバンドゼロ地域解消の
ための具体的取組の展開

・ 整備地域の選定・整備計画等
の策定
・ ブロードバンドゼロ地域解消のため
の具体的取組の展開

・ 整備地域の選定・整備計画等
の策定
・ ブロードバンドゼロ地域解消のため
の具体的取組の展開

・ 整備地域の選定・整備計画等
の策定
・ ブロードバンドゼロ地域解消のため
の具体的取組の展開

・ 整備地域の選定・整備計画等
の策定
・ ブロードバンドゼロ地域解消のため
の具体的取組の展開

２００６年度
（平成18年度）

２００７年度
（平成19年度）

２００８年度
（平成20年度）

２００９年度
（平成21年度）

２０１０年度
（平成22年度）

達成目標

◆期待される達成目標

◆整備対象とする地域

◆費用負担等の検討

◆インフラ整備の方式
（種別・役割分担）

ブロードバンド利用可能
世帯率 100％

達成目標 達成目標 達成目標 達成目標

水戸市他３１市町村
（全て事業者整備）

電気通信事業者負担

民設民営
（地元住民による誘致活動
による整備を含む）
ADSL ： 日立市

他８市町村
FTTH ： 水戸市

他２９市町村
CATV ： 古河市他１町

平成18年度ブロードバンド
利用可能世帯率 ９３．３％

（１．１ ％ 増）

実態の把握による対象地域の選定
※総務省公表値に含まれるADSLの世帯カバー率は、収容局から
一律半径４km以内の世帯数から算出されているため、詳細に未整
備地域を把握する必要が有る。

整備計画策定
実態が明らかになった未整備地域について、実情に即した整備が図られるよう整備方策等を検討する。
① 電気通信事業者に協力を要請し、ブロードバンド未整備地域における更なる整備促進を図る。
② 住民による誘致活動を実施し、事業者の自主整備を促す。
③ 採算性の問題で、電気通信事業者の自主的な整備が期待できない地域においては、各種支援制度等の
活用を検討する。

電 気 通 信 事 業 者

・ 自治体等の助成制度活用による事業者整備
・ 公設民営・公設公営などによる整備

水戸市他１６市町村

民 設 民 営 （地元住民による誘致活動による整備を含む）

ブロードバンド利用可能世帯率
年平均 １．７ ％ 程度増加

整備計画上のブロードバンド未整備地域

地域住民への需要喚起（ブロードバンド利活用事例の紹介・情報リテラシー向上のための周知・広報活動）

国 、 自 治 体

自治体等の助成
制度活用による
事業者整備
CATV ： 土浦市

民設民営

ADSL ： 行方市
他１市

FTTH ： 水戸市
他１２市町村

CATV ： 守谷市



２０１０年度へ向けたブロードバンド整備の目標【工程表】 （栃木地域）
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２０１０年度
（平成22年度）

９０．７％
（６４．５万世帯）

１００％
（７５．９万世帯）

９０．１％
（６８．４万世帯）
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ゼロ
市町村

ゼロ
市町村

ゼロ地域
（世帯数）

ゼロ地域
（世帯数） ２．８万世帯

超高速
（内数）

超高速
（内数）

／３３市町

／７１．１万世帯

６．６万世帯

５７．３％
（４０．７万世帯）

９２．４％
（６６．７万世帯）

６４．９％
（４６．９万世帯）

７１．２％
（５２．１万世帯）

７７．５％
（５７．４万世帯）

８３．８％
（６２．８万世帯）

９４．３％
（６８．９万世帯）

９６．２％
（７１．２万世帯）

９８．１％
（７３．５万世帯）

１．４万世帯
４．２万世帯

５．５万世帯

スタート値（H18.3月末）は「戦略
2010」の数値を記載

H18.12月末を元にH19.3月末を推定 H19年度末以降は、推定値を記載

総務省関東総合通信局・栃木県市町村情報化推進協議会

注１ ： ２００６年度のスタート値は、平成１８年３月３１日現在における総務省公表値を記載しています。
注２ ： ２００６年度末における数値は、平成１８年１２月末現在における総務省公表値から推定した値を記載しています。
注３ ： ２００７年度以降の数値については、いずれも各市町村等の整備計画等を集計したものではなく、現時点でのデータをもとに算出した

推定値です。

０

解消！

※平成の大合併前の４９市町村単位でもゼロ市町村は解消済



整備目標の実現に向けた具体的な取組【フローチャート】 （栃木地域）

・ ブロードバンド整備に向けた推進
体制の構築

・ ブロードバンドゼロ地域解消のた
めの具体的取組の展開

・ ブロードバンド利用可能世帯率
９４．３％

・ ブロードバンド整備に向けた推進
体制の構築

・ ブロードバンドゼロ地域解消のた
めの具体的取組の展開

・ ブロードバンド利用可能世帯率
９４．３％

・ ブロードバンドゼロ地域解消のた
めの具体的取組の展開

・ ブロードバンド利用可能世帯率
９６．２％

・ ブロードバンドゼロ地域解消のた
めの具体的取組の展開

・ ブロードバンド利用可能世帯率
９６．２％

・ ブロードバンドゼロ地域解消のた
めの具体的取組の展開

・ ブロードバンド利用可能世帯率
９８．１％

・ ブロードバンドゼロ地域解消のた
めの具体的取組の展開

・ ブロードバンド利用可能世帯率
９８．１％

２００６年度
（平成18年度）

２００７年度
（平成19年度）

２００８年度
（平成20年度）

２００９年度
（平成21年度）

２０１０年度
（平成22年度）

達成目標

◆期待される達成目標

◆整備対象とする地域

◆費用負担等の検討

◆インフラ整備の方式
（種別・役割分担）

ブロードバンド利用可能世帯
100％目標達成!!

達成目標 達成目標 達成目標 達成目標

ａ 事業者整備地域
・鹿沼市(CATV)
・小山市(CATV）
・那須町など新たに７市町の一部
でFTTHサービス開始
・13市町でFTTHエリア拡大

ｂ 自治体独自の整備地域
・鹿沼市、茂木町、
・芳賀町（幹線整備）、
・那珂川町（旧馬頭 ～H20）

市町村による整備額、補助額、
融資額の合計
(国、県による補助額を含む)

約20億円

ａ 民設民営
・鹿沼市(CATV事業者への補助）
・小山市(CATV事業者への融資）

ｂ 公設民営
・鹿沼市、芳賀町

ｃ 公設公営
・茂木町、那珂川町

・ ブロードバンド利用可能世帯率
９２．４％

整備予定地域
①那須塩原市（幹線整備）
②那珂川町（旧馬頭：H18～20）
③芳賀町（「光の道」整備事業：

H18～22）
計画策定予定地域
⑤下野市

①那須塩原市
「地域イントラネット基盤施設整備事業」により幹線を整備し、通信事業者に開放を検討。（公設民営）

②那珂川町（旧馬頭）
「元気な地域づくり交付金」を活用し、CATV網を整備。（公設公営）

③芳賀町
「地域イントラネット基盤施設整備事業」で整備した幹線を活用し、「光の道」整備事業を推進。（公設民営）

④那珂川町（旧小川）
「地域情報通信基盤整備推進交付金」を活用したＣＡＴＶ網の整備を検討。(公設公営)

⑤下野市
地域情報化計画の中で整備手法を検討

電 気 通 信 事 業 者 等 に よ る 整 備

・国・県・関係市町村・事業者等が連携して推進体制を構築し、ブロードバンド未整備地域の実態把握、整備方策の検討を行う。
・地域住民等への需要喚起・ブロードバンド利活用事例の紹介並びに周知・広報活動を展開する。
・地域における整備計画等の策定及びその促進を図る。
・地域における誘致活動等、電気通信事業者等の整備を促進するための方策の検討を行う。
・電気通信事業者等に協力を要請し、更なる整備促進を図る。

公 設 民 営 ・ 公 設 公 営 な ど に よ る 整 備

整備予定地域
④那珂川町（旧小川 ～H21）

整備予定地域
未定



２０１０年度へ向けたブロードバンド整備の目標【工程表】 （群馬地域）
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(平成18年度)

２００７年度
（平成19年度）

２００７年度
（平成19年度）

２００８年度
（平成20年度）

２００８年度
（平成20年度）

２００９年度
（平成21年度）

２００９年度
（平成21年度）

２０１０年度
（平成22年度）

２０１０年度
（平成22年度）

９３．７％
（６８．１万世帯）

１００％
（７７．１万世帯）

９０．１％

（６９．５万世帯）
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ド
バ
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ド

未
整
備
地
域
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ロ
ー
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ド

未
整
備
地
域

解消！

ゼロ
市町村

ゼロ
市町村

ゼロ地域
（世帯数）

ゼロ地域
（世帯数） ２．１万世帯

超高速
（内数）

超高速
（内数）

／３９市町村

／７２．７万世帯

４．６万世帯

０

５５．４％
（４０．３万世帯）

９４．４％
（６９．６万世帯）

６８．１％
（５０．２万世帯）

７３．６％
（５４．９万世帯）

７９．１％
（５９．７万世帯）

８４．６％
（６４．５万世帯）

９５．８％
（７１．４万世帯）

９７．２％
（７３．３万世帯）

９８．６％
（７５．２万世帯）

１．１万世帯

３．１万世帯
４．１万世帯

群馬地域ブロードバンド整備準備会議

※ ２００６年度のスタート値は、平成１７年３月３１日現在の住民基本台帳に基づく世帯数及び平成１８年３月３１日現在における総務省公表値
（ブロードバンドマップデータ）を記載しています。

※ ２００６年度末における数値は、平成１８年３月３１日現在の住民基本台帳に基づく世帯数及び平成１８年１２月末現在における総務省公表値
（ブロードバンドマップデータ）から推定した値を記載しています。

※ ２００７年度以降の数値については、いずれも各市町村等の整備計画等を集計したものではなく、現時点でのデータをもとに
算出した推定値です。

１ 解消！

／３８市町村

／７３．７万世帯



整備目標の実現に向けた具体的な取組【フローチャート】 （群馬地域）

・ ブロードバンド整備に向けた
推進体制の構築

・ 整備計画等の策定及び
整備地域の選定等

・ ブロードバンドゼロ地域解消
のための具体的取組の展開

・ ブロードバンド整備に向けた
推進体制の構築

・ 整備計画等の策定及び
整備地域の選定等

・ ブロードバンドゼロ地域解消
のための具体的取組の展開

・ ブロードバンド整備に向けた
推進体制の構築

・ 整備計画等の策定及び
整備地域の選定等

・ ブロードバンドゼロ地域解消
のための具体的取組の展開

・ ブロードバンド整備に向けた
推進体制の構築

・ 整備計画等の策定及び
整備地域の選定等

・ ブロードバンドゼロ地域解消
のための具体的取組の展開

・ ブロードバンドゼロ地域解消
のための具体的取組の展開

・ ブロードバンド利用可能
世帯率 ： ９８．６％

・ ブロードバンドゼロ地域解消
のための具体的取組の展開

・ ブロードバンド利用可能
世帯率 ： ９８．６％

２００６年度
（平成18年度）

２００７年度
（平成19年度）

２００８年度
（平成20年度）

２００９年度
（平成21年度）

２０１０年度
（平成22年度）

達成目標

ブロードバンド
利用可能世帯
100％目標達成!!

達成目標 達成目標 達成目標 達成目標

② 自治体（公設公営）
による整備

・神流町
【CATV整備】

① 電気通信事業者
による整備

・安中市、吉岡町など
新たに７市町村の
一部（又は全域）など
【FTTH整備】

・昭和村等の一部など

【ADSL整備】

ブロードバンドゼロ市町村
解消

（神流町＝H18年7月1日

町営CATV整備）

○ ブロードバンドゼロ町丁目・地域を含む市町村を中心に
推進体制を構築し、ブロードバンド未整備地域の実態を
把握し、整備方策、整備対象地域等を検討する。
また併せて、電気通信事業者に協力を要請し、更なる

整備促進を図る。

○ 明らかになった未整備地域・整備対象地域について、地域の実態に即した整備が図られるよう具体的な整備方策等（インフラ整備
の種別・役割分担等を含む）を検討し、整備を推進する。

○ 電気通信事業者へのインセンティブが働かない地域においては、各種補助金等の支援策の活用等を検討するとともに、地域住民
等への需要喚起・ブロードバンド利活用事例の紹介並びに情報リテラシー向上のための周知・広報活動等を積極的に展開する。

電 気 通 信 事 業 者 に よ る 整 備

○ 電気通信事業者に協力を要請し、ブロードバンド未整備地域における更なる整備促進を図る。
○ 地域住民等への需要喚起・ブロードバンド利活用事例の紹介並びに情報リテラシー向上のための周知・広報活動を展開する。
○ 地域における整備計画等の策定及びその推進を図る。

公 設 公 営 ・ 公 設 民 営 な ど に よ る 整 備

○ 整備予定地域
（電気通信事業者）

・甘楽町【FTTH整備】など

○ 整備予定地域
六合村（公設公営）

【ＣＡＴＶ整備】



２０１０年度へ向けたブロードバンド整備の目標【工程表】 （埼玉地域）

ブ
ロ
ー
ド
バ
ン
ド

世
帯
カ
バ
ー
率

ブ
ロ
ー
ド
バ
ン
ド

世
帯
カ
バ
ー
率

全体全体

2006年度
（平成18年度）

2006年度
（平成18年度）

９７.５％
（２６２.９万世帯）

ブ
ロ
ー
ド
バ
ン
ド

未
整
備
地
域

ブ
ロ
ー
ド
バ
ン
ド

未
整
備
地
域

解消済

ゼロ
市町村

ゼロ
市町村

ゼロ地域
（世帯数）

ゼロ地域
（世帯数）

超高速
（内数）

超高速
（内数）

／７１市町村

/269.5万世帯

０

８１.５％
（２１９.８万世帯）

０ ／７０市町村

2007年度
（平成19年度）

2007年度
（平成19年度）

2008年度
（平成20年度）

2008年度
（平成20年度）

2009年度
（平成21年度）

2009年度
（平成21年度）

2010年度
（平成22年度）

2010年度
（平成22年度）

６．７万世帯

９７.６％
（２６７.４万世帯）

９８.２％
（２７１.６万世帯）

９８.８％
（２７５.７万世帯）

９９.４％
（２７９.９万世帯）

８８.１％
（２４１.４万世帯）

８８.６％
（２４５.０万世帯）

８９.１％
（２４８.５万世帯）

８９.５％
（２５２.１万世帯）

/274.0万世帯
/276.5万世帯 /279.1万世帯 /281.6万世帯

６．７万世帯
５．０万世帯 ３．３万世帯 １．７万世帯

１００％
(目標)

９０％
(目標)

解消
（目標）

※2005年度末の世帯数等は、平成17年3月31日現在の住民基本台帳及び平成17年度ブロードバンドマップ（総務省）データから算出しています。
※2006年度末の世帯数等は、平成18年3月31日現在の住民基本台帳及び平成18年度ブロードバンドマップ（総務省）データから算出しています。
※2007年度以降の世帯数は、国立社会保障・人口問題研究所人口構造研究部公表「日本の世帯数の将来推計(都道府県推計) (平成17年8月推計)」

を基に推計し算出しています。
※2007年度以降のブロードバンド整備に係る世帯数等は、全国の目標である「2010年度にブロードバンド世帯カバー率100%、超高速世帯カバー率90%

及びブロードバンドゼロ地域解消」に対する推定値として算出しています。
なお、当該推定値については、いずれも各市町村、事業者等の整備計画等を集計したものではありません。

本件問い合わせ先：関東総合通信局 デジタル・ディバイド対策プロジェクトチーム



整備目標の実現に向けた具体的な取組【フローチャート】 （埼玉地域）

ブロードバンド
加入可能世帯率

９７．６％

ブロードバンド
加入可能世帯率

９７．６％

ブロードバンド
加入可能世帯率

９８．２％

ブロードバンド
加入可能世帯率

９８．２％

ブロードバンド
加入可能世帯率

９８．８％

ブロードバンド
加入可能世帯率

９８．８％

ブロードバンド
加入可能世帯率

９９．４％

ブロードバンド
加入可能世帯率

９９．４％

ブロードバンド
加入可能世帯率

１００％

ブロードバンド
加入可能世帯率

１００％

2006年度
（平成18年度）

達成目標

◆期待される達成目標

◆整備対象とする地域

◆費用負担等の検討

◆インフラ整備の方式
（種別・役割分担）

達成目標 達成目標 達成目標 達成目標

電気通信事業者のデータでのブロードバンド未提供地域４１（町丁目字）あり、また、ADSL提供地域においても、 距離制約等から実
効通信速度が低く、「音楽データ等をスムーズにダウンロード」できない地域もある。平成19年度以降においては、推進組織を設置してブ
ロードバンドの実利用可能地域を把握し、整備対象とする地域を逐次明らかにする予定である。

整備対象とする地域の内、電気通信事業者へのインセンティブが働かない地域については、当該地域に対するニーズの掘り起こし等
の活動を推進組織メンバー等で取組む予定である。

なお、それが望めない地域については、ブロードバンド基盤整備を実現できる可能性について、インフラ整備の種別・役割分担等を含
め検討する予定である。

インフラ整備の種別・役割分担等の検討を踏まえ、整備地域の実情に応じた方策（国の各種支援策の利用等）を検討する。

さいたま市等１９市１５町の一部地域
(４５６字町丁目)をFTTH整備

ＦＴＴＨ等・電気通信事業者による整備

電気通信事業者

ＦＴＴＨ等・電気通信事業者による整備

電気通信事業者

2007年度
（平成19年度）

2008年度
（平成20年度）

2009年度
（平成21年度）

2010年度
（平成22年度）



２０１０年度へ向けたブロードバンド整備の目標【工程表】 （千葉地域）

ブ
ロ
ー
ド
バ
ン
ド

世
帯
カ
バ
ー
率

ブ
ロ
ー
ド
バ
ン
ド

世
帯
カ
バ
ー
率

全体全体

2006年度
（平成18年度）

2006年度
（平成18年度）

９６．７％
(２３０．１万世帯)

ブ
ロ
ー
ド
バ
ン
ド

未
整
備
地
域

ブ
ロ
ー
ド
バ
ン
ド

未
整
備
地
域

解消済
ゼロ

市町村

ゼロ
市町村

ゼロ地域
（世帯数）

ゼロ地域
（世帯数）

超高速
（内数）

超高速
（内数）

／７７市町村

／２３７．９万世帯

７．７万世帯

０

６．８万世帯

９７．２％
(２３４．７万世帯)

８３．９％
(１９９．７万世帯)

８５．０％
(２０５．２万世帯)

０

／５６市町村

／２４１．５万世帯

2007年度
（平成19年度）

2007年度
（平成19年度）

2008年度
（平成20年度）

2008年度
（平成20年度）

2009年度
（平成21年度）

2009年度
（平成21年度）

2010年度
（平成22年度）

2010年度
（平成22年度）

／２４３．１万世帯
／２４４．８万世帯 ／２４６．４万世帯

３．９万世帯
２．３万世帯

０．５万世帯

９８．４％
(２３９．２万世帯)

９９．１％
(２４２．５万世帯)

９９．８％
(２４５．９万世帯)

８６．０％
(２０９．０万世帯)

８７．０％
(２１２．９万世帯)

８８．０％
(２１６．８万世帯)

※ 2005年度末の世帯数等は、平成17年3月31日現在の住民基本台帳及びブロードバンドマップ（総務省）データから算出しています。
※ 2006年度末の世帯数等は、平成18年3月31日現在の住民基本台帳及びブロードバンドマップ（総務省）データから算出しています。
※ 2007年度以降の世帯数は、国立社会保障・人口問題研究所人口構造研究部公表「日本の世帯数の将来推計」の世帯増加率を参考に算出しています。
※ 2007年度以降のブロードバンド整備にかかる世帯数等は、総務省公表データを基に2010年度のブロードバンド100%、超高速90%とする目標を目指して推計した
ものです。（総務省関東総合通信局推計）
よって、当該年度におけるブロードバンド基盤整備の実施を約束するものではありません。今後、年度毎の目標数値については、関係者と協議し見直しをしていく予

定です。

１００％
(目標)

９０％
(目標)

解消
（目標）

本件問い合わせ先 ： 関東総合通信局デジタル・ディバイド対策プロジェクトチーム



整備目標の実現に向けた具体的な取組【フローチャート】 （千葉地域）

2006年度
（平成18年度）

達成目標

◆期待される達成目標

◆整備対象とする地域

◆費用負担等の検討

◆インフラ整備の方式
（種別・役割分担）

達成目標 達成目標 達成目標 達成目標

電気通信事業者のデータでのADSLは県内全域においてサービスの提供が可能となっている。しかし、 距離制約等から実効通信速
度が低く、「音楽データ等をスムーズにダウンロード」できない地域もあることから、平成19年度以降においては、推進組織を設置し当該
地域の現状把握を進めるとともに、ブロードバンドサービス整備地域の現状と併せてブロードバンドの実利用可能地域を把握し、整備対
象とする地域を明らかにする予定である。

整備対象とする地域の内、電気通信事業者へのインセンティブが働かない地域については、ニーズの掘り起こし等の活動を推進組織
で取組む予定である。
なお、それが望めない地域については、ブロードバンド基盤整備を実現する可能性について、インフラ整備の種別・役割分担等を検討

する予定である。

インフラ整備の種別・役割分担等の検討を踏まえ、整備地域の実情に応じた方策（国の各種支援策の利用等）を検討する。

印旛郡栄町、印旛郡印旛村、鴨川市、
館山市、君津市、香取市、柏市、
山武市、いすみ市、旭市、印西市、
銚子市、市原市、匝瑳市、袖ヶ浦市、
長生郡長柄町、東金市、富里市、
木更津市、勝浦市、八街市の各一部
地域

ＦＴＴＨ等・電気通信事業者による整備

電気通信事業者

ブロードバンド加入可能
世帯率９７．２％

ＦＴＴＨ等・電気通信事業者による整備

電気通信事業者

2007年度
（平成19年度）

2008年度
（平成20年度）

2009年度
（平成21年度）

2010年度
（平成22年度）

ブロードバンド加入可能
世帯率１００％

ブロードバンド加入可能
世帯率９８．４％

ブロードバンド加入可能
世帯率９９．１％

ブロードバンド加入可能
世帯率９９．８％



２０１０年度へ向けたブロードバンド整備の目標【工程表】 （東京地域）
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全体全体

２００６年度
（平成１８年度）

２００６年度
（平成１８年度）

２００７年度
（平成１９年度）

２００７年度
（平成１９年度）

（目標）１００％
（596.5万世帯）

ブ
ロ
ー
ド
バ
ン
ド

未
整
備
地
域

ブ
ロ
ー
ド
バ
ン
ド

未
整
備
地
域

ゼロ
市町村

ゼロ
市町村

ゼロ地域
（世帯数）

ゼロ地域
（世帯数）

超高速
（内数）

超高速
（内数）

／596.5万世帯

（目標）
解消

本件問い合わせ先 ： 関東総合通信局 デジタル・ディバイド対策プロジェクトチーム

1,257世帯

99.93％
（585.7万世帯）

4,354世帯

／586.2万世帯

2007.３末2006.３末

99.98％
（596.4万世帯）

99.74％
（584.2万世帯）

99.93％
（596.0万世帯）

１ １

／６２市区町村

（目標）
解消

１

1,257世帯

９０％以上

達成
（目標）１００％
（596.5万世帯）

２００８年度
（平成２０年度）

２００８年度
（平成２０年度）

２００９年度
（平成２１年度）

２００９年度
（平成２１年度）

２０１０年度
（平成２２年度）

２０１０年度
（平成２２年度）

※2006.3末の世帯数は、平成１７年３月３１日現在の「住民基本台帳に基づく人口・人口動態及び世帯数」及び平成17年度「ブロードバンド・マップ」（総務省）から
算出しています。
※2007.3末の世帯数は、平成１8年３月３１日現在の「住民基本台帳に基づく人口・人口動態及び世帯数」及び平成18年度「ブロードバンド・マップ」（総務省）から
算出しています。
※ブロードバンド・サービスエリアであっても、設備状況などにより、サービスの利用ができない場合があります。



整備目標の実現に向けた具体的な取組【フローチャート】 （東京地域）

２００６年度
（平成18年度）

２００７年度
（平成19年度）

２００８年度
（平成20年度）

２００９年度
（平成21年度）

２０１０年度
（平成22年度）

達成目標

◆期待される達成目標

◆整備対象とする地域

◆費用負担等の検討

◆インフラ整備の方式

・本土・小笠原間にブロードバンド基盤を整備することにより、東京都全域においてブロードバンドゼロ地域（世帯）を解消。
・小笠原地域のブロードバンド基盤の整備は、今後離島におけるブロードバンド整備のモデルケースとなり、条件不利地域のブロードバンド整備促進につながる。

小笠原村

・「小笠原村におけるブロードバンド化促進に関する検討会（関東
総合通信局）」において、小笠原村における情報通信基盤回線容
量ニーズ、海底光ケーブル敷設に係る費用及び衛星回線を利用
したブロードバンド回線整備に係る費用を試算。

【小笠原村以外の東京都内各地域……整備完了】
・電気通信事業者によるブロードバンド整備実施。
・インフラ種別は、一部島嶼地域（約4,300世帯）のみADSL、その他の地域（約596万世帯）はすべてFTTH。

【小笠原村……未整備】
・現状 ： ・小笠原村にてインターネットに接続する場合は、電話回線、ISDNによるダイヤルアップサービスを利用。

・本土・小笠原村間の通信回線は通信衛星を利用しており、現状では伝送容量の制約からブロードバンドサービスの提供は不可。
・小笠原村内は、基幹系光ファイバ網を整備し各公共施設間を接続・運用している。今後、本網を拡張し、全世帯のFTTH化を図る。

・ブロードバンド・サービスを提供するためには、本土・小笠原村間に海底光ファイバーケーブルを敷設、または、衛星回線を利用したブロー
ドバンド回線の整備が必要。方式については、今後の検討課題。

未定
【小笠原村】

・八王子市の一部地域等を整備
（これにより、小笠原村を除き本土及び島嶼地域のブロードバン
ド整備完了）



２０１０年度へ向けたブロードバンド整備の目標【工程表】 （神奈川地域）
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１００％達成

ブ
ロ
ー
ド
バ
ン
ド

未
整
備
地
域

ブ
ロ
ー
ド
バ
ン
ド

未
整
備
地
域

ゼロ
市町村

ゼロ
市町村

ゼロ地域
（世帯数）

ゼロ地域
（世帯数）

超高速
（内数）

超高速
（内数）

0／371.3万世帯

解消

本件問い合わせ先 ： 関東総合通信局 デジタル・ディバイド対策プロジェクトチーム

99.9％
（365.3万世帯）

251世帯

／365.3万世帯

2007.３末2006.３末

100％
（371.3万世帯）

99.0％
（361.7万世帯）

100％
（371.3万世帯）

0／35市町村

１００％達成

解消

H1年度
２００６年度

（平成１８年度）

２００６年度
（平成１８年度）

２００７年度
（平成１９年度）

２００７年度
（平成１９年度）

２００８年度
（平成２０年度）

２００８年度
（平成２０年度）

２００９年度
（平成２１年度）

２００９年度
（平成２１年度）

２０１０年度
（平成２２年度）

２０１０年度
（平成２２年度）

※2006.3末の世帯数は、平成１７年３月３１日現在の「住民基本台帳に基づく人口・人口動態及び世帯数」及び平成17年度「ブロードバンド・マップ（総務省）から算出し
ています。
※2007.3末の世帯数は、平成１8年３月３１日現在の「住民基本台帳に基づく人口・人口動態及び世帯数」及び平成18年度「ブロードバンド・マップ（総務省）から算出し
ています。
※ブロードバンド・サービスエリアであっても、設備状況などにより、サービスの利用ができない場合があります。



整備目標の実現に向けた具体的な取組【フローチャート】 （神奈川地域）

◆期待される達成目標

◆整備対象とする地域

◆インフラ整備の方式

・三浦市、箱根町及び中井町地域等

・電気通信事業者等によるFTTH整備

県
内
全
域
に
お
い
て
、

ＦＴＴＨ
に
よ
る
整
備
を
完
了

ＦＴＴＨ １００％目標達成

目標達成済み

２００６年度
（平成18年度）

2007年３月１日

２００７年度
（平成19年度）

２００８年度
（平成20年度）

２００９年度
（平成21年度）

２０１０年度
（平成22年度）



２０１０年度へ向けたブロードバンド整備の目標【工程表】 （新潟県）

ブ
ロ
ー
ド
バ
ン
ド

世
帯
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バ
ー
率

ブ
ロ
ー
ド
バ
ン
ド

世
帯
カ
バ
ー
率

全体全体

平成18年度平成18年度 平成19年度平成19年度 平成20年度平成20年度 平成21年度平成21年度 平成22年度平成22年度

９４．２％
（７７．７万世帯）

１００％
（８２．４万世帯）

９０％
（７４．３万世帯）

ブ
ロ
ー
ド
バ
ン
ド

未
整
備
地
域

ブ
ロ
ー
ド
バ
ン
ド

未
整
備
地
域

ゼロ
市町村

ゼロ
市町村

ゼロ地域
（世帯数）

ゼロ地域
（世帯数）

超高速
（内数）

超高速
（内数）

／３５市町村

／８２．４万世帯

５２．７％
（４３．５万世帯）

９５．２％
（７８．５万世帯）

５６．０％
（４６．２万世帯）

６４．９％
（５３．６万世帯）

７１．９％
（５９．３万世帯）

８３．０％
（６８．５万世帯）

９７．１％
（８０．１万世帯）

９７．７％
（８０．６万世帯）

９８．５％
（８１．２万世帯）

解消！

１．２万世帯１．８万世帯
２．３万世帯

３．９万世帯
４．７万世帯

１ １ １

解消！

平成18年度の数値は平成18年3月31日現在のものです。

平成19年度以降の数値は、新潟県の独自調査等によりシミュレーションしたものです。

総世帯数は、平成18年3月31日現在の住民基本台帳に基づく数値です。



整備目標の実現に向けた具体的な取組【フローチャート】 （新潟県）

◆工程表の裏付け（年度ごとにどのように対応していくのかできるだけ具体的に記入）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

達成目標

新潟市の一部
長岡市の一部
新発田市の一部
加茂市の一部
糸魚川市の一部
妙高市の一部
上越市の一部
佐渡市の一部
魚沼市の一部
胎内市の一部
聖籠町の一部
弥彦村の一部
山北町の一部

達成目標 達成目標 達成目標 達成目標

長岡市の一部
柏崎市の一部
村上市の一部
佐渡市の一部
朝日村の一部
山北町の一部

山北町の一部
粟島浦村の一部

◆整備対象とする地域 ◆整備対象とする地域 ◆整備対象とする地域 ◆整備対象とする地域 ◆整備対象とする地域

ブロードバンド世帯カバー率
全 体 ： 95.2%（78.5万世帯）
超高速 ：56.0%(46.2万世帯）

◆期待される達成目標 ◆期待される達成目標 ◆期待される達成目標 ◆期待される達成目標 ◆期待される達成目標
ブロードバンド世帯カバー率
全 体 ： 97.1%（80.1万世帯）
超高速 ：64.9%(53.6万世帯）

ブロードバンド世帯カバー率
全 体 ： 97.7%（80.6万世帯）
超高速 ：71.9%(59.3万世帯）

ブロードバンド世帯カバー率
全 体 ： 98.5%（81.2万世帯）
超高速 ：83.0%(68.5万世帯）

ブロードバンド世帯カバー率
全 体 ： 100%（82.4万世帯）
超高速 ：90%(74.3万世帯）

上記以外の地域に関する整備年度等は、検討中又は未定



２０１０年度へ向けたブロードバンド整備の目標【工程表】 （富山県）

ブ
ロ
ー
ド
バ
ン
ド

世
帯
カ
バ
ー
率

ブ
ロ
ー
ド
バ
ン
ド

世
帯
カ
バ
ー
率

全体全体

２００６２００６ ２００７２００７ ２００８２００８ ２００９２００９ ２０１０２０１０

100％
（37.4万世帯）

90％
（目標）

ブ
ロ
ー
ド
バ
ン
ド

未
整
備
地
域

ブ
ロ
ー
ド
バ
ン
ド

未
整
備
地
域

解消

解消

ゼロ
市町村

ゼロ
市町村

ゼロ地域
（世帯数）

ゼロ地域
（世帯数）

超高速
（内数）

超高速
（内数）

60％
（22.4万世帯）

65％
（24.3万世帯）

70％
（26.2万世帯）

80％
（29.9万世帯）

53.7％
（20.19万世帯）

【留意事項】
(1) 世帯数については、平成１８年３月時点での世帯数です。
(2) ２００７年以降の世帯カバー率については、県内の自治体や通信事業者の整備計画が明らかでないため、

富山県が推計したものです。



－高速－ 整備目標の実現に向けた具体的な取組【フローチャート】 （富山県）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

達成目標 達成目標 達成目標 達成目標 達成目標

【留意事項】
(1) 本県では、平成１７年度以前にブロードバンドゼロ地域は解消しています。



－超高速－ 整備目標の実現に向けた具体的な取組【フローチャート】 （富山県）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

達成目標 達成目標 達成目標 達成目標 達成目標

【留意事項】
(1) 本県では、ブロードバンドゼロ地域は解消しており、超高速ブロードバンドの普及が課題となっています。
(2) ①ＦＴＴＨのサービスエリアの拡大、②ＣＡＴＶインターネットの新規格（DOCSIS3.0）対応設備の導入、 ③CATV及び

地域公共ネットワーク等の空芯利用により、超高速ブロードバンドの整備を促進することとしています。

ＦＴＴＨによるサービス提供エリアの順次拡大

ＤＯＣＳＩＳ３．０によるサービス提供エリアの順次拡大

ＣＡＴＶ及び地域公共ネットワークの空芯利用によるサービス提供エリアの順次拡大



２０１０年度へ向けたブロードバンド整備の目標【工程表】 （石川県）
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バ
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ド
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ー
率

ブ
ロ
ー
ド
バ
ン
ド

世
帯
カ
バ
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率

全体全体

２００６２００６ ２００７２００７ ２００８２００８ ２００９２００９ ２０１０２０１０

９５．０％
（４０９千世帯）

１００．０％
（４３１千世帯）

８３．８％
（３６０千世帯）

ブ
ロ
ー
ド
バ
ン
ド

未
整
備
地
域

ブ
ロ
ー
ド
バ
ン
ド

未
整
備
地
域

超高速
（内数）

超高速
（内数）

６８．７％
（２９６千世帯）

９６．０％
（４１４千世帯）

６９．０％
（２９７千世帯）

７５．９％
（３２７千世帯）

８２．７％
（３５６千世帯）

８３．４％
（３５９千世帯）

９６．７％
（４１７千世帯）

９９．３％
（４２８千世帯）

９９．９％
（４３１千世帯）

解消

解消

ゼロ
市町村

ゼロ
市町村

ゼロ地域
（世帯数）

ゼロ地域
（世帯数）

／19市町

0

／431千世帯

２１千世帯

０千世帯
３千世帯

０千世帯

１４千世帯１７千世帯

平成19年3月 石川県ブロードバンド整備検討協議会

※世帯数は平成18年9月末の住民基本台帳により算出。
2007年度以降の数値については、現時点における推計であり確定目標ではありません。



整備目標の実現に向けた具体的な取組【フローチャート】（石川県）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

達成目標

◆期待される達成目標

◆整備対象とする地域

◆費用負担等の検討

◆インフラ整備の方式
（種別・役割分担）

達成目標 達成目標 達成目標 達成目標

輪島市、加賀市、珠洲市、
白山市、宝達志水町、
中能登町、能登町

・FTTH（民間又は市町）

・CATV（市町又は第三セクター）

・国交付金（総務省及び
農林水産省）

・県補助事業
・有利な地方債の活用

七尾市、小松市、輪島市、
かほく市、志賀町

七尾市、輪島市、志賀町、
穴水町

・国交付金（総務省及び
農林水産省）

・特別交付税
・県補助事業
・有利な地方債の活用

・国交付金（総務省及び
農林水産省）

・県補助事業
・有利な地方債の活用

※一部検討中

・FTTH（民間又は市町）

・CATV（市町又は第三セクター）

・ADSL（通信事業者へ補助）

・CATV高速化（各事業者）

・FTTH（民間又は市町）

・CATV（市町又は第三セクター）

・CATV高速化（各事業者）

※一部整備手法未定

整備手法未定

高速 ９６．０％
超高速（内数） ６９．０％

高速 ９９．３％
超高速（内数） ８２．７％

高速 ９６．７％
超高速（内数） ７５．９％

高速 ９９．９％
超高速（内数） ８３．４％

高速 １００．０％
超高速（内数） ８３．８％

金沢市、小松市、加賀市、
穴水町

・国交付金（総務省ほか）
・県補助事業
・有利な地方債の活用

※一部検討中

穴水町

検討中

・FTTH（民間又は市町）

・CATV（市町又は第三セクター）

・CATV高速化（各事業者）

※一部整備手法未定



２０１０年度へ向けたブロードバンド整備の目標【工程表】 （福井県）
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２００６２００６ ２００７２００７ ２００８２００８ ２００９２００９ ２０１０２０１０

99.0％
（25.7万世帯）

99.8％
（25.9万世帯）

90.0％※

（23.4万世帯）
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ド

未
整
備
地
域

ブ
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ー
ド
バ
ン
ド

未
整
備
地
域

解消

解消

ゼロ
市町村

ゼロ
市町村

ゼロ地域
（世帯数）

ゼロ地域
（世帯数）

超高速
（内数）

超高速
（内数）

／17市町0

71.8％
（18.7万世帯）

99.1％
（25.7万世帯）

75.5％
（19.6万世帯）

79.1％
（20.5万世帯）

82.7％
（21.5万世帯）

86.4％
（22.4万世帯）

99.1％
（25.7万世帯）

99.4％
（25.8万世帯）

99.4％
（25.8万世帯）

0.2万世帯／25.9万世帯

0.2万世帯

0.1万世帯
0.2万世帯

0.2万世帯

437世帯

2007年３月15日 福井県ブロードバンド整備促進協議会

※世帯カバー率については、各市町の調査結果を協議会で積み上げて算出
※残る437世帯については、市町および事業者と解消策を検討していく



整備目標の実現に向けた具体的な取組【フローチャート】 （福井県）

◆工程表の裏付け（年度ごとにどのように対応していくのかできるだけ具体的に記入）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

達成目標

◆期待される達成目標

◆整備対象とする地域

◆費用負担等の検討

◆インフラ整備の方式
（種別・役割分担）

ブロードバンド
整備目標達成

達成目標 達成目標 達成目標 達成目標

◆整備対象とする地域

◆費用負担等の検討

◆インフラ整備の方式
（種別・役割分担）

◆整備対象とする地域

◆費用負担等の検討

◆インフラ整備の方式
（種別・役割分担）

◆整備対象とする地域

◆費用負担等の検討

◆インフラ整備の方式
（種別・役割分担）

◆整備対象とする地域

◆費用負担等の検討

◆インフラ整備の方式
（種別・役割分担）

◆期待される達成目標 ◆期待される達成目標 ◆期待される達成目標

福井市南居町ほか

CATV・民設民営

市による助成

4地区・133世帯解消

若狭町武生・下野木

CATV・公設公営

国庫補助金（農水）

2地区・50世帯解消

勝山市北郷町

池田町大本ほか

FTTH・公設民営（予定）

FTTH or CATV・公設公
営（予定）

検討中

検討中

22地区・682世帯解消

勝山市鹿谷町

FTTH・公設民営（予定）

検討中

3地区・154世帯解消

小浜市阿納ほか

勝山市北谷町

CATV・民設民営（予定）

FTTH・公設民営（予定）

検討中

検討中



２０１０年度へ向けたブロードバンド整備の目標【工程表】 （山梨地域）
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2006年度
（平成18年度）

2006年度
（平成18年度）

９１．４％
(２９．４万世帯) １００％

(目標)

９０％
(目標)

ブ
ロ
ー
ド
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ド

未
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備
地
域

ブ
ロ
ー
ド
バ
ン
ド

未
整
備
地
域

解消済

解消
（目標）

ゼロ
市町村

ゼロ
市町村

ゼロ地域
（世帯数）

ゼロ地域
（世帯数）

超高速
（内数）

超高速
（内数）

／２９市町村

／３２．１万世帯

２．７万世帯

１

２．２万世帯

９３．１％
(３０．２万世帯)

５１．７％
(１６．６万世帯)

６１．８％
(１９．８万世帯)

０
／２８市町村

／３２．５万世帯

2007年度
（平成19年度）

2007年度
（平成19年度）

2008年度
（平成20年度）

2008年度
（平成20年度）

2009年度
（平成21年度）

2009年度
（平成21年度）

2010年度
（平成22年度）

2010年度
（平成22年度）

／３２．６万世帯
／３２．８万世帯 ／３２．９万世帯

１．７万世帯
１．２万世帯

０．６万世帯

９４．８％
(３０．９万世帯)

９６．５％
(３１．６万世帯)

９８．２％
(３２．３万世帯)

６８．８％
(２１．２万世帯)

７５．９％
(２３．９万世帯)

８２．９％
(２６．７万世帯)

※2005年度末の世帯数等は、平成17年3月31日現在の住民基本台帳及びブロードバンドマップ（総務省）データから算出しています。
※2006年度末の世帯数等は、平成18年3月31日現在の住民基本台帳及びブロードバンドマップ（総務省）データから算出しています。
※2007年度以降の世帯数は、国立社会保障・人口問題研究所人口構造研究部公表「日本の世帯数の将来推計」の世帯増加率を参考に算出
しています。（総務省関東総合通信局推計）
※2007年度以降のブロードバンド整備にかかる世帯数等は、２０１０年度をブロードバンド100%、超高速90%とする目標値に対する途中目標
値として推計し算出しています。さらに当該世帯数等からブロードバンド・ゼロ世帯を推計し算出しています。 （総務省関東総合通信局推計）

本件問い合わせ先 ： 関東総合通信局デジタル・ディバイド対策プロジェクトチーム



整備目標の実現に向けた具体的な取組【フローチャート】 （山梨地域）

2006年度
（平成18年度）

達成目標

◆期待される達成目標

◆整備対象とする地域

◆費用負担等の検討

◆インフラ整備の方式
（種別・役割分担）

達成目標 達成目標 達成目標 達成目標

甲府市、富士吉田市、都留
市、大月市、韮崎市、南ア
ルプス市、笛吹市、山中湖
村、富士河口湖町、小菅村、
丹波山村の各一部地域

電気通信事業者による整備

電気通信事業者

ブロードバンド加入可能
世帯率９３．１％

2007年度
（平成19年度）

2008年度
（平成20年度）

2009年度
（平成21年度）

2010年度
（平成22年度）

ブロードバンド加入可能
世帯率１００％

平成１８年度の総務省調査によるとブロードバンド未提供地域が１２８（町丁目字）ある。また、ADSL提供地域においても、 距離制約等から
実効通信速度が低く、「音楽データ等をスムーズにダウンロード」できない地域もある。平成19年度以降においては、推進組織を設置してブ
ロードバンドの実利用可能地域を把握し、整備対象とする地域を逐次明らかにする予定である。

整備対象とする地域の内、電気通信事業者へのインセンティブが働かない地域については、当該地域に対するニーズの掘り起こし等の活動
を推進組織メンバー等で取組む予定である。
なお、それが望めない地域については、ブロードバンド基盤整備を実現できる可能性について、インフラ整備の種別・役割分担等を含め検討

する予定である。

インフラ整備の種別・役割分担等の検討を踏まえ、整備地域の実情に応じた方策（国の各種支援策の利用等）を検討する。

ＦＴＴＨ等・電気通信事業者による整備

電気通信事業者

ブロードバンド加入可能
世帯率９４．８％

ブロードバンド加入可能
世帯率９６．５％

ブロードバンド加入可能
世帯率９８．２％



２０１０年度へ向けたブロードバンド整備の目標【工程表】 （長野県）

ブ
ロ
ー
ド
バ
ン
ド

世
帯
カ
バ
ー
率

ブ
ロ
ー
ド
バ
ン
ド

世
帯
カ
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ー
率

全体全体

２００６２００６ ２００７２００７ ２００８２００８ ２００９２００９ ２０１０２０１０

１００％
（７９．２万世帯）

９０％※
（７１．２万世帯）

ブ
ロ
ー
ド
バ
ン
ド

未
整
備
地
域

ブ
ロ
ー
ド
バ
ン
ド

未
整
備
地
域

解消済み

解消！

ゼロ
市町村

ゼロ
市町村

ゼロ地域
（世帯数）

ゼロ地域
（世帯数）

２．６万世帯

超高速
（内数）

超高速
（内数）

／８１市町村０

９６．1％
（７６．1万世帯）

５０．４％
（３９．９万世帯）

９６．３％
（７６．３万世帯）

９６．７％
（７６．６万世帯）

９７．０％
（７６．８万世帯）

２．４万世帯
２．９万世帯

３．１万世帯

※２００６年度の数値は、２００６年３月３１日現在の数値です

超高速ブロードバンドの目標値は２００６年度の伸び率を基にシミュレーションした期待値です。

総世帯数は、平成１８年３月３１日現在の住民基本台帳に基づく数値です。

９５．８％
（７５．８万世帯）

／７９．２万世帯

３．４万世帯

６５．５％
（５１．９万世帯）

７４．５．％
（５９．０万世帯）

８４．５％
（６６．９万世帯）

５９．３％
（４７．０万世帯）



整備目標の実現に向けた具体的な取組【フローチャート】 （長野県）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

達成目標 達成目標 達成目標 達成目標 達成目標

１８～１９年度 CATV網整備
長野市の一部

１９～２０年度 CATV網整備
中野市全域

１８～２１年度 CATV網整備
佐久市全域

１９～２０年度 CATV網整備
佐久穂町全域

１９～２０年度 CATV網整備
下條村全域

１９年度 CATV網整備
喬木村全域

１８～１９年度 CATV網整備
木曽広域連合（木曽郡全域）

１８年度 CATV網整備
生坂村全域

１９～２０年度 CATV網整備（FTTH）
筑北村全域

１８年度 CATV網整備
小谷村全域

２０～２１年度 CATV網整備
信州新町全域

１９～２０年度 CATV網整備
小川村全域

◆期待される達成目標
ブロードバンド世帯カバー率
全 体：96.1%(76.1万世帯）
超高速：59.3%(47.0万世帯）

◆期待される達成目標
ブロードバンド世帯カバー率
全 体：96.3%(76.3万世帯）
超高速：65．5%(51.9万世帯）

◆期待される達成目標
ブロードバンド世帯カバー率
全 体：100%(79.2万世帯）
超高速：90.0%(71.2万世帯）

◆期待される達成目標
ブロードバンド世帯カバー率
全 体：96.7%(76.6万世帯）
超高速：74.5%(59.0万世帯）

◆期待される達成目標
ブロードバンド世帯カバー率
全 体：97.0%(76.8万世帯）
超高速：84.5%(66.9万世帯）

超高速ブロードバンドの目標値は２００６年度の伸び率を基にシミュレーションした期待値です。

記載以外の地域に関する整備年度等は、検討中又は未定




